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＜総括＞

　現在、医療において重要なのは「安全」な医療の提供である。我が日本では政府をあげて

「安心・安全」な医療の構築を目指し、平成15年より全国的に「医療安全支援センター」の

設置を進めている。それまでは各病院、施設単位での医療事故対策を実施していたが、医

療安全支援センターではさまざまケースの情報を集め分析し、それらを利用する患者はもと

より医療機関へも情報提供している。しかし、医療安全支援センターを知る人は少なく、

医療機関においても十分な活用が出来ているとはいえない。大都市、首都圏ではモデル事業

としてセンターとの情報・分析において共有することは出来ているが、地方都市では十分な

活動が出来ているとはいえない。

そこで、国では医療制度改革をもとに、「良質な医療を提供する体制の確立を図るための

医療法を一部改正」と打ち出し、数項目を平成19年に施行期日としている。

その中には、患者などへの適切な情報提供、医療機能の分化、医療安全体制確保の義務付け

などがある。

それらはすべて医療機能評価へも結びつくものであり、今後、安全・安心な医療を提供する

ために取り組んでいかなければならないことが多々ある。

また、全国のアクシデント・インシデントケースは年々増えており、適切かつ迅速な対応が

求められている。

病院内での安全管理を担うものは常に中立でいなければならない。それは双方の状況を十分

に把握、分析することが必要である。国、都道府県単位ではセンターがそれを実施しており

一病院として、そのシステム・ノウハウを取り入れ安全管理に努め患者様により良いサービ

スを提供できるよう努めなければならない。

＜医療安全にかかる取り組みの検討＞

2001年 患者の安全を守るための共同行動（PSA）の推進

医療安全対策検討会の設置

2002年 医療安全推進総合対策の策定

2003年 厚生労働大臣医療事故対策緊急アピール

2004年 医療安全対策検討会議報告書

＜良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法などの一部を改正する法律案の概要＞

　　１、患者などへの医療に関する情報提供の推進

· 患者が医療に関する情報を十分に得られ、適切な医療を選択できるよう支援する

· 入退院時における治療計画の文書による説明

· 広告できる事項の拡大
　　

　　２、医療計画制度の見直し等を通じた医療機能の分化・連携の促進

· 医療計画を見直し、地域連携クリティカルパスの普及を通じ、医療機能の分化、連携

を促進し切れ目の無い医療を提供し早期に在宅生活へ復帰できるよう在宅医療の充実

を図る

· 医療計画にわかりやすい指標と数値目標を明示し、事後評価できる仕組みとするこ

と

　　３、医療安全の確保

· 医療安全支援センターの制度化、義務付け

　　４、医療従事者の資質の向上

　　　　看護師、保健師、准看護師について現行の業務独占に加え、名称独占規定を設けること

＜医療安全の確保＞

· 基本的な考え方

· 「医療における安全の確保」「医療における信頼の確保」という従来の視点に加え、

「医療の質の向上」という支店を一層重視した医療安全対策を推進する

· 医療の質の向上を図るため、これまでの医療機関、医療従事者による取り組みに加え
医療に関する情報を国民、患者による医療への積極的な参加を促進する

＜改正内容＞

· 医療安全支援センターの制度化

· 医療機関の管理者に医療安全確保の義務付け
· 行政処分を受けた医師などへの再教育の義務化
· 国・地方自治体の責務・役割の明確化
＜医療機関の管理者に対する医療安全確保の体制確保の義務付け＞

法律上の新設　

　　　　　　「病院、診療所又は助産所の管理者は、厚生労働省で定めることにより、医療安全を

　　　　　　　確保するための措置を講じなければならない」

· 医療法施行規則において、病院、診療所、または助産所の管理者に対して以下の項目を

義務つける

1 安全管理体制の整備（対象となる医療機関の拡大）

2 院内感染制御体制の整備（新設）
3 医薬品、医療機器の安全使用、管理体制の整備（新設）
＜医療安全支援センターの制度化＞

現状では法律上の位置づけが無く、機能が明確でない

· その機能や、取り組みが都道府県で異なって医いる

· 国民にとってその機能がわかりにくい
　　　　　　　　↓

都道府県などは医療安全センターを設置するよう努める

公示の義務付け

＜医療安全支援センター＞

医療安全新センター　　　　　　　　　　　　　　医療機関：相談窓口

　　　　　　　　　　　　　　連絡調整・情報提供　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談

・医療安全協議会　　　　　　　　　　　　　　　患者・家族

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談

・相談窓口　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域医師会など：相談窓口

　　　　　　　　　　　　　　連絡調整・情報提供

＜都道府県医療安全センター相談受付件数内訳＞

平成１7年度上期

２３０４３件→（１）苦情　１３５２７件

　　　　　　　（２）相談　９５１６件

上記の内訳内容

· 医療行為、医療内容　　　５６６３件

· 健康や病気に関すること　３３８７件

· 医療機関従事者の接遇　　２９４４件

· 医療費関係　　　　　　　１７２７件

· 医療機関の紹介　　　　　１６５３件

＜診療報酬改定に伴う医療安全対策加算の新設＞

1、 基本的な考え方

· 医療安全管理対策についてはすでに特定機能病院を中心に一般の医療機関においても管理部門の設置、複数の専従職員を配置など、従来の体制に上乗せした体制がせいびされつつある。

· 入院患者にとって、より安全で効果的な入院医療の提供を一層促進させる観点から、急性期医療の高度化・複雑化に対応できる医療安全管理対策の実施体制について、新たに診療報酬上の評価を行う。

2、 具体的内容

· 急性期入院医療において、医療機関内の医療安全管理委員会との連携による、より実効性

のある医療安全対策を組織的に促進するため、医療安全対策に係る専門の教育を受けた看護師、薬剤師などを医療安全管理者として専従で配置している場合について、入院基本料に対する加算を新設する。

！！「専門的教育」という部分がまだ明確化されていない！！

！！「専従」が条件であり、兼務はどうなのか明確化されていない！！

　　　　　　新！！医療安全対策加算（入院初日）50点

＜まとめ＞

· 医療安全支援センターでは相談を受け付けるとともに、協議会を開催して相談への対応の向上や医療機関に有益な事例の還元などの情報提供を行っている。

評価機構は医療の質の向上を目的とし、中立的第3者期間として病院機能評価を実施している。

診療報酬改定に伴い、明確化されていない部分が多くあるが、これまでになかった医療安全対策加算を設けるなど、今後も医療安全管理に対しての規律、注意は大きくなるものであると考えられている。

＜医事関係紛争の実情とあるべき対応＞

· 医事関係訴訟は年々増加している。→○権利意識の高まり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○医療不信の高まり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○制度・環境の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○１９８０年代は約３００件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００５年には約１１００件！！

　　　

· 医療事故≠紛争≠訴訟

· 医療事故が発生したからといって必ず紛争化するものではない

· 紛争化したからといって、必ず訴訟に発展するものではない

· 訴訟は必ずしも紛争の最終形ではない

· 訴訟≠ストレスフルな毎日

· 訴訟は必ずしも紛争の現実化の最悪の状態ではない

· 訴訟に発展しないからといって、紛争として小さいわけではない

· 医療事故がミスによるものでないことが明らかであっても、必ずしも紛争化しないわけではない。

· 紛争化の理由

· 紛争＝もつれあうこと、もめごと

· 権利（特に患者の権利）

· 義務（特に医療機関・医療従事者の義務）

◎当事者間に認識の齟齬があれば紛争化は必至

· 認識の齟齬の顕在化

· 医療事故がおきたがために顕在化

医療事故＝医療の過程において起きた意外な結果

· 医療事故がおきなくとも顕在化

· 診療契約における債務の本旨

· 医療サービスの提供

　　　　　　　　　　　≠結果を出すこと

　　　　　　　　　　　（請負契約（民法６３２条）ではない）

· 報告義務（民法６４５条）

· 患者が求めていること

· 治して欲しい

· 今の状態を脱したい、改善したい

· 悪化を防ぎたい

→専門家に相談する場合、求めることは何か

· （医師は）何をしてくれるのか

· （患者は）何をすればよいのか

· 現在どのような状態なのか知りたい

· 今後どうなるのかを知りたい

· 癒して欲しい

→専門家に相談する場合、求めることは何か

· 現状、予後に対する不安の解消

· 自分の判断、決断についての不安の解消

· 診療にあたっての姿勢

· 患者の訴えを傾聴すること

· 患者の訴えを共感的に受容すること

· 患者の治療しようとする姿勢を支持すること

· 患者の病態が悪性のものではないことを保障する事

　　　　

· 医療事故の7割はミスが原因！！

· マネジメント

有事のクライシスマネジメント

平事のマネジメント

　　↓

もはや、有事の「クライシスマネジメント」ではなく

平時の「マネジメント」が求められている

　　

· 患者（家族・遺族が求めていること）

· 謝罪…まず結果について謝罪して欲しい

· 事実解明…何が起こったのか、現在どのような状態か、今後どうなるのかを知りたい

· 再発防止…同じことを繰り返してもらいたくない

· 謝罪することの法的な意味

· 医療従事者としての「思い」と法的責任とは別次元のもの

· 「謝ることは法的責任を認めることになる」という誤った考えが多くの患者や、家族そして医療従事者を傷つけてきた

· 患者のクレームは、無理難題か

· 当然の権利としての要求、請求

· 所有権、事実の主張

· 結果に対する不満

· 行為に対する不満

· 医療従事者に対する不満

· 医療機関に対する不満

· クレーム対応

· クレーム「処理ではない」

· 要求・請求・主張に対する対応・回答

　　　　⇔

　　債務の本旨・医療サービスの一環

ただし、「苦情」「処理」をしなければならない事案もある

· クレーム対応にあたっての姿勢

· 患者（家族・遺族）の訴えを傾聴すること

· 患者（家族・遺族）の訴えを共感的に受容すること

· 患者（家族・遺族）の事実関係を解明するという姿勢を支持すること

· 患者（家族・遺族）の置かれた状態をこれ以上悪化させないことを保証すること

· 紛争を回避するためには

◎医療事故が起きたがために顕在化する認識の齟齬を解消する

○　事故後の対応

· コミュニケーション

　　　　　　◎医療事故がおきなくとも顕在化する認識の齟齬を解消する

· インフォームドコンセント

· コミュニケーション

· 認識の齟齬をなくすために

· 人の生命、身体、心にかかわる事への畏怖の念

· 病気ではなく、患者を診る姿勢

· コミュニケーションギャップを埋めるのは、専門家の責任










